
個  別  注  記  表 
 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 

 １ 資産の評価基準及び評価方法 

 （１）有価証券の評価基準及び評価方法 

    満期保有目的の債券   償却原価法（定額法） 

    子会社株式       移動平均法による原価法 

 （２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品         先入先出法による原価法 

 

 ２ 固定資産の減価償却の方法 

 （１）有形固定資産  

    定額法によっております。 

 （２）無形固定資産  

    定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

 

 ３ 引当金の計上基準 

 （１）役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しており

ます。 

 （２）退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、内規に基づく期末要支給額から中小企業退職金共

済負担分及び特定退職金共済制度負担分を控除した残額の１００％の金額を計上し

ております。 

 

 ４ 消費税及び地方消費税の処理方法 

   税抜き方式によっております。 

Ⅱ 貸借対照表に関する注記 
 

１ 有形固定資産の減価償却累計額             ４，９７９，４４２千円 

 

 ２ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 

   短期金銭債権                          ７４４千円 

 



Ⅲ 損益計算書に関する注記 
 

  関係会社との取引高 

   販売費及び一般管理費                      ７４４千円 

Ⅳ 株主資本等変動計算書に関する注記 
 

 １ 当事業年度の末日における発行済株式の数            ５２，０００株 

 

２ 剰余金の配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

    令和２年６月30日、定時株主総会決議 

① 株式の種類             普通株式 

  ② 配当金の総額        １３，０００千円 

  ③ １株当り配当額           ２５０円 

  ④ 基準日           令和２年３月31日 

  ⑤ 効力発生日         令和２年７月６日 

 （２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

    令和３年６月28日開催の第30回定時株主総会の議案として、株式の配当に関する事

項を次のとおり提案しております。 

①  株式の種類             普通株式 

②  配当金の総額        １３，０００千円 

③  配当の原資            利益剰余金 

④  １株当り配当額           ２５０円 

⑤  基準日           令和３年３月31日 

⑥  効力発生日         令和３年７月５日 

  令和３年６月28日開催の第30回定時株主総会において、上記の議案は可決された。 

  （令和３年６月28日加筆） 

Ⅴ 税効果会計に関する注記 
 

  繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 
 

     未払事業税                        ２，４４３千円 

     未払特別法人事業税                      ３３５千円 

     未払賞与                         １，０８５千円 

     一括償却資産                         １５１千円 

     減価償却超過額                         １３千円 

     役員退職慰労引当金                    １，６２０千円 



     退職給付引当金                        ８１８千円 

      繰延税金資産合計                    ６，４６７千円 

Ⅵ 金融商品に関する注記 
 

 １ 金融商品の状況に関する事項 

   当社は、預金及び安全資産である国債並びに財投機関債に限定して資金運用をしてお

ります。 

 

 ２ 金融商品の時価等に関する事項 

   令和３年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

額については、次のとおりであります。 
 

   （単位：千円） 
 

 
貸借対照表 

計上額 (※) 
時価 (※) 差額 

(1) 現金及び預金 971,858  971,858  －  

(2) 未収入金 185,282  185,282 －  

(3) 投資有価証券    

満期保有目的の債券 450,076  453,230     3,153 

(4) 未払金 (284,031) (284,031) －  

(5) 預り敷金 (365,909) (365,909) －  
 

    （※） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

 

  （注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

    (1) 現金及び預金、(2)未収入金、並びに(4)未払金 

       これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。 

    (3) 投資有価証券 

       投資有価証券は国債及び財投機関債であり、時価については、取引金融機関か

ら提示された価格によっております。 

       また、投資有価証券はすべて満期保有目的であり、種類ごとの貸借対照表計上

額、時価及びこれらの差額は次のとおりであります。 

       なお、当事業年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。 

 

 

 



   （単位：千円） 
 

 種 類 
貸借対照表 

計上額 
時 価 差 額 

時価が貸借対照表 

計上額を超えるもの 

国 債 250,076 254,260   4,183 

財投機関債 100,000 102,690   2,690 

小 計 350,076 356,950   6,873 

時価が貸借対照表 

計上額を超えないもの 

国 債 ―  ―  ―  

財投機関債 100,000  96,280 ▲3,720 

小 計 100,000  96,280 ▲3,720 

合 計 450,076 453,230   3,153 

 

    (5) 預り敷金 

       預り敷金の時価は帳簿価額に等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

 

  （注２）金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額 

   （単位：千円） 
 

 １年以内 
１年超 

５年以内 

５年超 

10年以内 
10年超 

現金及び預金 971,858  ―  ―  ―  

投資有価証券 ―  150,000  ―  300,000  

合 計 971,858  150,000  ―  300,000  

 

  （注３）子会社株式（非上場株式）については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・

フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難であると認

められるため、「(3)投資有価証券」には含めておりません。 

Ⅶ 賃貸等不動産に関する注記 
 

 １ 賃貸等不動産の状況に関する事項 

   当社は、賃貸用のオフィスビルを区分所有しております。なお、その一部については

当社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産としており

ます。令和３年３月期における当該賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に

関する賃貸損益は３１９，１３３千円（賃貸収入は売上高７９２，２３４千円、賃貸費



用は売上原価４７３，１００千円）であります。減損損失はありません。 

 

 ２ 賃貸等不動産の時価に関する事項 

   当該賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産の貸借対照表計上額、当期増減

額及び時価は、次のとおりであります。 

   （単位：千円） 
 

貸借対照表計上額 
当期末の時価 

前期末残高 当期増減額 当期末残高 

3,012,669  ▲4,264  3,008,405  3,606,472  

 
  （注１） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であり

ます。 

  （注２） 当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定

した金額であります。 

Ⅷ 一株当たり情報に関する注記 
 

 １ 一株当たり純資産額                   ８４，４００円２６銭 

 

 ２ 一株当たり当期純利益                   ２，５０６円５４銭 

Ⅸ その他の注記 
 

 １ 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

 ２ 退職給付に関する注記 

 （１）採用している退職給付制度の概要 

    当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。なお、中小企

業退職金共済及び特定退職金共済制度に加入しており、退職一時金の一部に充当して

おります。 

 

 （２）退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

     期首における退職給付引当金                ２，７２７千円 

      退職給付費用                      １，８８１千円 

      制度への拠出額                    ▲１，８８１千円 

     期末における退職給付引当金                ２，７２７千円 


